
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

（3）特記事項
＊　国見町では平成20年4月1日から給与を級別に一定率の削減を行っています。
　　（２級の職員１％減、３級の職員２％減、４級以上の職員３％減）

（4）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数です。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものです。

（5）給与改定の状況
＊　国見町では人事委員会を設置していないので、記載しません。

平成20年度

平成20年度

区分
　　　　　　Ａ

179,661

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人 件 費 率

職員数

　　　　　　％

実 質 収 支

国見町の給与・定員管理等について

（参考）

平成１9年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

21.1

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成20年度末）

23.2

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

940,416

千円

141,183

　　計　Ｂ

千円

529,295

4,055,523

給　 料

千円

336,819

職員手当

51,293

人　

10,478

84

人 件 費

　　　　　　Ｂ

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり給
与費　（Ｂ/Ａ）

6,301

（参考）市町村平
均
一人当たり給与
費

5,843

千円

期末・勤勉手当

98.6 

93.8 93.7 

100.4 

94.5 94.6 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

国見町 類似団体平均 全国町村平均

H16

H16 H16

H21

H21H21
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時　　　　　 

計算したものです。

　　　　②技能労務職
　国見町では技能労務職はおりません。

（2）職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

円 円

円 円

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

42.6

経 験 年 数 １ ５ 年

348,767

41.5

43.2

経 験 年 数 １ ０ 年

276,500

43.8 347,200

322,721

平均給与月額

368,850

379,814

平 均 年 齢 平均給料月額

225,700

369,079

325,521

378,400

区 分

342,600国見町

福島県

平均給与月額

394,130

国

420,122

326,000

146,900

福島県

280,400

316,500大　学　卒

高　校　卒

181,800

区　　　分 経 験 年 数 ２ ０ 年

391,770

において明らかにされているものです。
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、
特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のために国家公務員と同じベースで再

181,800大　学　卒

高　校　卒 146,900

類似団体

間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

―

区　　　　　分

一般行政職

国見町

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

（注）１　国見町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　人

10
課長等・主幹等

１　　級

3
総務課長・参事

５　　級

６　　級

４　　級
　　　　　　　　人

標準的な職務内容区　　分 構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

主査等３　　級

２　　級

職員数

4

　　　　　　　　人

29 42.0

主事等

2

　　　　　　　　人

2.9

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

4.4

　　　　　　　　％

14.5

主事等

主任主査等

　　　　　　　　％

30.4

5.8

　　　　　　　　％

21

１級

2.9%

１級

2.7%

２級

5.8%

２級

6.9%

３級

30.4%

３級

30.1%

４級

42.0%

４級

41.1%

５級

14.5%
５級

15.1%

６級

4.4%

６級

4.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比
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(2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成20年度年度支給割合） （平成20年度年度支給割合） （平成20年度年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

２．９３ 月分 １．５０ 月分 ２．９３ 月分 １．５０ 月分 ３．００ 月分 １．５０ 月分

（１．５８）月分 （０．７５）月分 （１．５８）月分 （０．７５）月分 （１．６０）月分 （０．７５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１５～２５％ ・管理職加算　１５～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　・国見町では勤勉手当への勤務成績は反映させていません。

（2）退職手当（平成21年4月1日現在）

　　　国　　　見　　　町 　　　福　　　島　　　県 　国
（支給率）　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　自己都合　　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

1人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（自己都合・定年・勧奨） （勧奨・定年）

千円（平成２０年度） 千円（平成20年度）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

23.50

33.50

国　　　見　　　町 福　　　島　　　県

1,649 1,776
１人当たり平均支給額（20年度）

　　　　　　―

―

国

59.28 59.28 59.28 59.28

21年度

　　　　　　１００人

１人当たり平均支給額（20年度）

短縮して昇給した職員数

区　　　　　　　　　　　　分

普通昇給期間（１２～２４月）を

47.50

23.50

41.34

47.50

59.28

23,402

30.55

41.34

30.55

33.50

　　　　　　　　０人

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

59.28

　　　　　　１０３人

28,077

全　職　種

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　０人

職 員 数

　　　　　　　　　％

59.28

20年度

59.28

30.55

47.50

短縮して昇給した職員数

普通昇給期間（１２～２４月）を

　　　　　　　　　％

―

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

41.34

59.28

33.50

23.50
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（3）地域手当（平成21年4月1日現在）

＊　支給していません。

（4）特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

千円

　円

　％

＊ 平成２０年４月１日から当分の間支給しないこととしています。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

＊　正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。

日額３００円～４５０円

0

月額６，５００円

日額４５０円

手当の種類（手当数）

日額４５０円

0.0

主な支給対象業務

感染症防疫手当 右記業務に従事した職員

徴税の付加又は徴税の
ため納税者に直接接
し、又はこれらに関係す
る機関を訪問して行う業
務

11

0

日額４５０円

徴税職員等手当 右記業務に従事した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

日額４５０円

感染症汚染区域、家畜
伝染病汚染区域等にお
ける防疫作業等の作業

日額３００円
月額６，５００円（専ら従事）

左記職員に対する支給単価

身元不明等の死体取扱

精神障害者の訪問調査

山林の現場業務

道路の維持修繕及び除
雪・地下作業

日額３００円

日額４５０円～９００円
災害発生に伴う応急作
業業務

右記業務に従事した職員

主な支給対象職員

地方公共団体・公共法
人等への派遣

公共用地の交渉業務

畜犬登録、犬、猫、ニホ
ンカモシカ等死骸処理
業務

衛生業務従事手当

手当の名称

死体取扱業務手当 右記業務に従事した職員

土木現場業務手当

精神衛生業務手当 右記業務に従事した職員

山林現場業務手当 右記業務に従事した職員

支給実績（平成２０年度普通会計決算）

国土調査現場業務手当 右記業務に従事した職員

支給実績（平成19年度決算）

支給実績（平成１９年度普通会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（同上）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

派遣職員手当

32,894

382

日額４５０円

月額５，０００円

国土調査の現場業務

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

支給職員１人当たり平均支給年額（同上）

用地交渉業務手当 右記業務に従事した職員

災害現場業務手当 右記業務に従事した職員

206

17,524
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（6）その他の手当（平成21年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

休日給

祝日及び年末年始等の休日に
おいて、正規の勤務時間中に勤
務することを命じられた職員に支
給
（支給額）勤務した時間に対し、
勤務時間１時間あたりの給与額
125/100～150/100の割合を乗じ
た額

宿日直手当

寒冷地手当

宿直又は日直勤務に従事した場
合に支給
（支給額）勤務１回につき一般職
員の場合5,300円以内

基準日（毎年11月から翌年3月ま
での各月の初日）において、支給
対象地域に在勤する職員に対し
支給
（支給額）基準日における地域の
区分及び職員の世帯等の区分に
応じた額

住居手当

管理職員が臨時又は緊急の必
要等により週休日又は休日等に
一定時間以上やむを得ず勤務し
た場合に支給
（支給額）勤務１回につき定額
（管理職手当の）支給率に応じ定
める額

夜勤手当

正規の勤務時間として深夜に勤
務した職員に支給
（支給額）
勤務した全時間に対し、勤務時
間１時間当たりの給与額の
25/100の額

借家等に居住している職員（月
額9,500円を超える家賃を支払っ
ている者に限る）、自宅等に居住
している職員等に支給
借家等：上限27,000円
自宅等：上限3,500円

通勤手当

通勤のため、交通機関等を利用
してその運賃等を負担し、又は自
動車等交通用具を使用すること
を常例とする職員等に支給
（支給額）
１箇月に通勤に要する運賃等の
額に相当する額
交通用具使用：通勤距離に応じ
た額（上限）43,900円

単身赴任手当

異動等に伴い転居し、やむを得
ない事情により配偶者と別居し、
単身で生活する職員に支給
（支給額）23,000円
距離に応じた加算額
6,000円～45,000円

―

―

内容及び支給単価

扶養手当
扶養親族のある職員に支給
（支給額）配偶者13,000円等

同じ

同じ ― 千円

国の制度と

11,777

との異同手　当　名
支給実績

6,492

国の制度

54

8,061

―

2,240

― 千円同じ

541,667

43,922

千円

千円 ―

千円

4,500

―

240,347

146,464

146,5645,465

自宅等の
場合、新築
購入した日
から5年経
過後も
2,500円

（平成20年度決算）
（平成20年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額異なる内容

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

千円

千円

千円

管理職手当

千円

千円

管理職員特別
勤務手当

一部異なる

―

管理職又は監督の地位にある職
員のうち規則で指定する職にある
職員に支給
（支給額）給料月額の25/100以
内で職に応じた額
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５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

給料月額×在職月数×支給率（48/100) １，３６４万円 任期ごと

給料月額×在職月数×支給率（29/100) ７９９万円 任期ごと

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）

勤めた場合における退職手当の見込額です。

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人

人

人

人

人

[  －  ］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

(846,000)

(676,000)

[     １２１        ］

区 分

給
料 501,570副 町 長

304,000

給 料 月 額 等

[     １２１        ］

11 13

516,960

380,000

6

2

町 長

期
末
手
当

285,000

（参考）類似団体における最高／最低額

325,000874,000

325,000

　　（平成20年度支給割合）

報
酬

副 議 長

216,600

議 長

議 員

(254,000)

(338,000)

656,000

議 長

町 長

議 員

町 長

副 町 長

243,000

236,200

5

　　（平成20年度支給割合）

組織体制見直しによる減

議会 2

普
通
会
計
部
門

副 議 長

副 町 長

3.33

3.33

職 員 数

退
職
手
当

合　　計

組織体制見直しによる減

民生

　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

衛生 6

総務

平成２１年平成２０年

16教育部門

消防部門

△ 1

組織体制見直しによる減

016

2

(228,000)

0

主な増減理由

0

対前年
増減数

9

農水 8 8

85 84小　計

192,000

261,000 175,000

27 24 △ 3

0

一
般
行
政
部
門

税務 9

組織体制見直しによる増

0

0

＜参考＞

計 69 68 △ 1

土木 6 6

人口1万人当たり職員数

(類似団体人口1万人当たり）

64.9

83.7

3

10

2

9

0

△ 1

－

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 80.1

(類似団体人口1万人当たり） 106.3

△ 1

公
営
企
業
等

水　道

下水道

その他

小　計 △ 2

5

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 95.4
103 100 △ 3

18 16
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

　

～ ～

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の目標数値

 （参考）平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

始　　期

平成17年4月1日 平成22年4月1日

終　　期

計　　画　　期　　間
数値目標

１０１人

平成17年4月1日
職員数

平成22年4月１日
職員数

純減数

△ 7108 101

純減率

人 人 人 ％

人

103

区　分

35歳

～ ～

未満

～ ～

52歳
～

20歳 20歳 24歳 28歳 40歳32歳 36歳

～ ～ ～

56歳 60歳44歳

計

48歳

以上

人 人 人 人 人

39歳 55歳47歳

人

14

23歳 27歳 31歳 59歳

9 16

43歳 51歳

5 08 11

人 人人

6

人

96
職員数

190

人 人

△ 6.5

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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 ②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降
　　　　現年までの職員増減数の累計を示しています。

７　公営企業職員の状況

　(1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

　　　２　職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数です。

ウ　 特記事項

＊　国見町では平成20年4月1日から給与を級別に一定率の削減を行っています。

　　（２級の職員１％減、３級の職員２％減、４級以上の職員３％減）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成21年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

計
103

△ 1

20 19 18

等会計

職員数

増 減

104

公営企業 職員数 15

△ 1

0 0 0 0

増 減 0 5 △ 1

0

教　育

職員数 0 0 0 0 0消　防

16

21年

４年目

68

△１

16

20年

３年目

69

0

一般行政

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

15

職員数

増 減

増 減

16年 17年

職員数

1

増 減

108 108

16 16

15

計画始期

0△ 1 1

69

２年目

千円　

24,368

　総費用に占める

△ 70 △ 1 △ 3

16

101

総費用

203,074

Ａ  

288,800

１年目

78 71

18年

　　　　　　区　　分

国 見 町 36.7
市 町 村 平 均 45.6 370,362

計画前年

77

19年

107

△ 7 △ 2

区分

平成20年度

純損益又は

実質収支

千円　

20,453

　　　　千円

　職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

％

12.0

（参考）

○年度の総費用に占

める職員給与費比率

％　

14.2

区　分 職員数

職員給与費

Ｂ　

Ａ

給　　　与　　　費

計職員手当

平成20年度
人

5

給料

千円

16,220

期末・勤勉手当

千円

6,735

千円

1,413

千円

24,368

(参考)市町村平均

一人当たり給与費

千円

6,781

一人当たり

給与費　A/B

千円

4,874

基本給 平均月収額

368,535
564,092

平　均　年　齢

（参考）

数値目標

△ 3

0

0

0

16

△２

100
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 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成20年度年度支給割合） （平成20年度年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

２．９3 月分 １．５０ 月分 ２．９３ 月分 １．５０ 月分

（１．５８）月分 （０．７５）月分 （１．５８）月分 （０．７５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１５～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成21年4月1日現在）

　　　国　　　見　　　町 　　　　　　　　国
（支給率）　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　自己都合　　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

1人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（定年） （勧奨・定年）

千円（平成20年度） 千円（平成20年度）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成21年4月1日現在）

＊　支給していません。

エ　特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。

千円

　円

　％

＊　平成２０年４月１日から当分の間支給しないこととしています。

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

47.50 59.28

41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

1,347

支給実績（平成２０年度決算）

1,768

33.50

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度）

水道企業職員特殊勤務手当 水道業務に従事する職員 月額　４，０００円

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

47.50

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

支給実績（平成１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

59.28

国　　　見　　　町 福　　　島　　　県

25,425 25,914

20
4,000

59.28 59.28 59.28 59.28

100.0
1

主な支給対象業務

水道業務

482

96

719

144
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カ　その他の手当（平成21年4月1日現在）

職の制度と

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

　(1) 職員の福利厚生の実施状況

　（ア）　互助会等に対する公費支出

・　平成20年度（決算） 円

・　平成21年度（予算） 円

　（イ）健康診断の実施状況

人 ％

人 ％

　（ウ）その他の事業の概要

人

　(2) 公務災害等の状況

支給職員１人当たり

（平成20年度決算）

一般行政

手　当　名 内容及び支給単価 職の制度 平均支給年額

との同異

扶養手当 （一般行政職に同じ） 千円 136,500
千円

273
201,333

管理職員特別勤務手当 （一般行政職に同じ） 千円 －

住居手当 604（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ） 千円 －

千円 26,500
（一般行政職に同じ）

夜勤手当 （一般行政職に同じ） 千円 －

－

千円 －
（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ）

－

一般行政

異なる内容

支給実績

（平成20年度決算）

通勤手当 （一般行政職に同じ） 53

休日勤務手当

寒冷地手当

宿日直手当

休日給

管理職手当 254 千円 254,000
（一般行政職に同じ） － 千円 －

747,000

－
－
－
－

76.0

千円

町・共済組合

2

22.0

823,000

種　　　類 実施主体 実施人数 受診率

生活習慣病検診

人間ドック 町・共済組合

76

22

平成21年度中

事業名称

メンタルヘルスセミナー

実施主体 実施人数

0

共済組合

区分

公務災害

通勤災害

申請件数

1

0 0

0

0 0計

平成20年度末

未認定件数

0

0

公務上 公務外 取下げ 計

0

1

1

0

1

0

0

1

平成21年度末

認定件数

0

00

1

平成21年度中申請件数
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